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平成２５年度都市整備に関する
国の施策並びに予算に関する提案・要望
日頃から、大阪府都市整備行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

本府では、これまでの大阪府・大阪市の関係から脱却し、大阪が一体となって「成長」を成し遂げる取組みを進め、税収を上げ、府民の安全・安心のための基盤づくりを行っていく「良き循環」を実現させることにより、大阪の再生、ひいては関西・日本の再生をけん引していきたいと考えております。
しかしながら、こうした取組みを進め、将来にわたり持続的に発展していくためには、国・広域自治体・基礎自治体の役割分担を徹底し、地域がその実情にあった施策を展開できるように地方分権改革を推進していくことが不可欠です。

併せて、今後起こる可能性のある大規模災害に対し、広く国民の安全・安心を確保し、わが国全体の機能と活動が持続できるよう、一刻も早く、東京一極集中型から分散型の国土構造への転換をはじめ、強靭な国土構造の形成を実現する必要があり、そのためには、大阪をはじめとする大都市圏の都市基盤整備の推進が極めて重要です。
平成２５年度の国家予算編成に当たりましては、これらの趣旨を十分ご理解いただき、以下に提案する施策の具体化、実現のため、格別のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。
大阪府知事　　松井　一郎　
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分権型・分散型の国の形への転換
１．地方の裁量による都市基盤整備の推進　
・社会資本整備総合交付金については、地方の自主性を尊重し、すみやかに全額を地域自主戦略交付金に移行すべきであり、将来的には必要な財源を移譲した上で廃止されたい。

・それまでの間における両交付金の運用に関し、現在の両交付金の配分は、必ずしも事業進捗状況や大都市の行政需要を的確に反映されたものとはいえず、地方にとっては、年度ごとの配分結果に一喜一憂せざるを得ない状態である。大都市圏がわが国の成長に果たす役割やそれぞれの事業の進捗等を踏まえた配分を行うとともに、地方がその責任と判断で事業選択や実施が可能となるよう、両交付金間の弾力的な運用を図られたい。

２．国出先機関の移管に向けた支援　
・閣議決定された「アクション・プラン～出先機関の原則廃止に向けて～」に基づき、近畿地方整備局の関西広域連合への権限・財源・組織の一括移管(丸ごと移管)の実現に向けて、必要な措置を講じられたい。

大都市圏の成長を通じた日本の再生
１．都市圏高速道路等の一体的運営構想の実現　
・阪神都市圏高速道路については、地域自らの責任と判断で、利用者の視点に立った料金体系を実現するとともに、その料金収入により、淀川左岸線延伸部などミッシングリンクの整備や維持管理・更新を行える新たな仕組みづくりを関係自治体と提案している。

・まずは、阪神高速道路に加えて、近畿道をはじめとするネクスコ路線等も含めた都市圏高速道路等について、平成26年度からの新たな利用しやすい料金体系の実現に向け、平成24年度内に「国と地方の検討会」において料金案をとりまとめた上で、償還スキーム見直しにかかる法制度の改正など必要な措置を講じられたい。

・併せて、本州四国連絡高速道路について、全国共通料金を導入するための実施方針を早急に示し、確実にその実現に取り組まれたい。

２．高速道路等の整備推進　
・東西二極を結ぶ新名神高速道路については、全線早期完成を推進するとともに、関連道路についても整備が推進されるよう取り組まれたい。

・淀川左岸線、大和川線など、大阪都市再生環状道路の整備推進を図られたい。

３．関空へのアクセス改善に対する支援

・関西国際空港が関西・日本各地とアジアを結ぶゲートとして機能するため、大阪都心部と関空を結ぶ高速鉄道等アクセスについて、なにわ筋線の都市鉄道調査や関空高速アクセスに関する検討調査等を踏まえて最適案を絞り込み、早期整備に向けた取り組みを推進されたい。

４．国際コンテナ戦略港湾阪神港の機能強化　
　・危機的状況にある我が国の経済を関西から再生するため、関西イノベーション国際戦略総合特区において、イノベーションを下支えする基盤として位置づけられている国際コンテナ戦略港湾阪神港の機能強化に向けて、特区申請に盛り込んだ規制緩和等の実現に向け必要な支援措置を講じられたい。
　・加えて、将来の大阪湾諸港の港湾管理の一元化による更なる港湾機能の強化に向けた関係者間の協議が円滑に進むよう必要な助言等を行われたい。
大震災等への対応
１．東日本大震災を踏まえた対応

・「防災」・「減災」の視点から、今後発生が予想される南海トラフにおける巨大地震などの大規模地震・津波被害をはじめとする大規模災害等に十分備えるとともに、被害を最小限にとどめるために、次に掲げる措置を講じられたい。
(1) 大阪湾全体の防災力向上に向け、南海トラフの巨大地震に対する対策大綱の早期策定による津波避難対策や防災基盤施設の機能強化など各対策の実施方法等の明確化に加え、市町村における一時避難場所確保の促進や、道路等における災害情報提供装置の充実に対する支援措置
(2)府民の安全・安心を支える道路や河川、港湾などの都市基盤施設における津波・地震対策等の機能強化等に対する財源措置

２．災害リスクを共有する減災のまちづくりの実現
・本府では「今後の治水対策の進め方」を策定し、風水害による地先の危険度や治水施設等の老朽化の状況等、地域における現在の災害リスクに加え、当面の「防ぐ」施策(河川施設の保全・整備等)を実施した上でなお存在する災害リスクを併せて住民・企業等と共有し、官民一体で、そのリスク回避に必要な「逃げる」施策(地域防災力の向上等)や「凌ぐ」施策(耐水型都市づくり等)を進めている。これらの取組の更なる推進に向け、次に掲げる措置を講じられたい。

(1)「逃げる」施策に関し、直轄河川の災害リスクを地域と共有する取組の推進及び土砂災害防止法に基づく基礎調査への支援措置

(2)「凌ぐ」施策に関し、市町村と連携した浸水対策を促進する支援措置や、計画高水位以上の堤防等の機能強化に対する財源措置

(3)「防ぐ」施策に関し、著しい老朽化や河床低下による機能障害が顕著である護岸など河川管理施設の機能確保に対する財源措置
都市経営の視点によるインフラ・マネジメントの推進　
（１） 都市基盤整備等の強化　　※【個別要望事項】あり　　
１．都市基盤整備の推進等　
・本府においては、限られた財源の中で徹底した選択と集中を図り、大都市・大阪の経済活動と府民の安全・安心を支える都市基盤整備の推進に取り組んでいる。まずは、これらの事業を着実に進め、都市基盤施設の充実を図るために必要な財源措置を講じられたい。
・加えて、将来の大阪・関西にとって真に必要な都市インフラを厳選し、できるだけ早期に整備することは強靭な国土づくりを実現する観点からも極めて重要。こうした都市インフラの整備には多大な事業費が必要となるが、これらは将来に向けた先行投資であり、国においては、その実現に向けて既存の枠組みにとらわれない財源の導入等を行われたい。
２．戦略的な維持管理の推進
・高度経済成長期に整備した都市基盤施設の改築・更新の必要性・緊急性が高まる中、本府においては、施設の長寿命化や更新時期の平準化など、予防保全の観点を重視した「戦略的な維持管理」に取り組んでいる。しかしながら、施設や事業の規模により社会資本整備総合交付金等の対象とならない等、制度上の制約もあり、必要な財源確保が困難な状況である。都市基盤施設を将来世代にしっかりと引き継いでいくためにも、交付金の対象枠を廃止するなど、更に効果的な制度運用を図られたい。
（２）既存ストックを活用した魅力的なまちづくり
１．下水道資源の活用による環境にやさしい下水道システムの構築　
・本府においては、新しいエネルギー社会に向けた取組みの一環として、下水処理場という空間を活用した太陽光発電の導入や、バイオマス・エネルギーの活用といった持続可能で環境にやさしい下水道システムの構築に取り組んでいる。これらの取組を官民連携で推進していくために必要な支援措置を講じられたい。
２．みどりの風を感じる大都市・大阪の実現　
・本府においては、「みどりの風を感じる大都市・大阪」の実現に向け、市町村や府民等との連携による官民一体の緑化を進めている。国においても、その主旨を鑑み、管理する道路や河川、公園等の積極的な緑化の推進を図るとともに、近年、都市の地域制緑地として位置づけが高まっている生産緑地の指定要件を緩和されたい。

３．駅前再開発ビル等の活用による新たな都市の魅力づくり　
　・集約型都市構造強化の新たな市街地整備手法として、鉄道駅周辺の商業・業務系ビルの活性化・再生に向けて、再開発ビル等で散在している空き床(区分所有床)を有効活用するため、区分所有法による全員同意でなく、都市再開発法の権利変換手法を活用するなど、地方の実情にあった新たな市街地再開発制度を創設されたい。

都市基盤整備等の強化【個別要望事項】
◆道路・街路事業の推進　
・機能的な道路ネットワークの形成の推進に必要な財源措置を講じられたい。
◆連続立体交差事業の推進　
・開かずの踏切対策である連続立体交差事業の推進に必要な財源措置を講じられたい。
◆都市鉄道事業の推進等
・おおさか東線（大阪外環状線鉄道）は、平成３０年度末の全線開業に向け事業の最盛期を迎えるため、その着実な推進に必要な財源措置を講じられたい。

・北大阪急行延伸事業において、事業化に向けた関係者への助言を行われたい。

◆治水事業の推進
・安威川ダム事業における一日も早い治水効果の発現に向け、必要な財源措置を講じると共に、槇尾川ダムの中止に伴う治水対策や地域整備について、国の支援に関する具体的な制度を構築されたい。
・阪神なんば線淀川橋梁の架け替えや、亀の瀬地すべり対策事業後の跡地整備事業の推進を図るなど、直轄事業について、十分な協議・調整のうえ、地方の実情を踏まえて実施されたい。

◆下水道事業の推進　
・内水対策にも資する寝屋川流域下水道の増補幹線の整備や合流式下水道改善事業の整備の推進、また老朽化が進む下水道施設の改築・更新事業の計画的かつ着実な推進に対し、必要な財源措置を講じられたい。
◆防災公園事業の推進

・大都市圏における大規模災害への備えから、広域避難地や後方支援活動拠点となる防災公園整備の着実な推進に必要な財源措置を講じられたい。

◆港湾事業の推進
・堺泉北港の主力岸壁である汐見地区の水深１０ｍ岸壁の老朽化対策に対し、必要な財源措置を講じられたい。
・堺泉北港堺2区の基幹的広域防災拠点(港湾緑地)における維持管理経費については、一律地方負担とする現行制度を改め、国が責任を持って財源を措置する仕組みを構築されたい。
・堺泉北港助松地区の航路浚渫(１４ｍ航路)に対し、引き続き必要な財源措置を講じられたい。
◆市街地整備事業の推進
・広域幹線道路沿道における土地区画整理事業に関し、土地利用の方針を明確化している場合等には、既設広域幹線道路に附帯する区画道路についても社会資本整備総合交付金の対象とするなど、必要な財源措置を講じられたい。
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